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要旨：現在，地震被災建物の損傷状態を応急危険度判定等によって行われているが，人による労力や実施期

間を要してしまい，早急な復旧が困難となる場合がある。その解決のためには，迅速かつ適切な被災状態の

判定方法の提案が必要となる。その実施のためには，地震後の建物被災状態を正確に判定し，建物被災状態

と構造特性曲線の相関性を明らかにすることが一つの方法として挙げられる。本検討では，建物被災状態判

定法の妥当性を検討した上で，更に構造特性曲線に基づく被災状態判定法の提案を行う。 

キーワード：部材損傷度，建物被災度，耐震性能残存率，ベースシア-頂部変形 

 

1. はじめに 

 現在，地震後に応急危険度判定士等によって建物被災

状態の判定が行われる。大地震が発生するとその分判定

士の数が必要となる上，現地調査のための期間も要する。

判定期間中は，住民の避難所生活や企業の事業停止等が

発生する為，建物の損傷を迅速かつ適切に判定する方法

が必要とされ，近年それらを解決するための研究 1-3)が行

われてきている。また，この判定法の実用化の際には計

測点を最小限にする合理性が必要となる。このことから，

地震後の建物の早期復旧の為の迅速かつ適切かつ合理的

な部材の損傷状態判定法や建物の被災状態判定法が必要

となる。その実施のためには，実建物の部材の損傷状態

や被災状態を正確に判定し，被災状態と建物構造特性の

相関性を明確にすることが必要である。そこで本検討で

は被災度区分判定基準に記載されている被災度判定法の

考え方を参考に，曲げ部材で構成された建物を対象とし

た被災状態を新たに定義し，実験で得られている損傷状

態を表現するための鉄筋降伏を考慮した部材損傷状態判

定法や架構全体と各層の損傷を考慮したR値の算定法の

提案を行うことを目的とする。また，本検討の建物構造

特性として，保有水平耐力計算のような一般の構造計算

において得られるベースシア-頂部変形関係を用いるこ

ととする。 

 本報ではその基礎検討として，過去に実施された曲げ

が卓越する部材のみで構成されている実大 RC 造架構試

験体 4,5)を対象として，実験データから部材の損傷状態を

判定し，建物の被災状態判定方法の検討を行う。具体的

には，新たな部材損傷度評価を行い，被災度区分判定基

準 6)に従って，耐震性能残存率 R 値を算出する。延いて

は，本検討で新たに定義した被災状態と，実験で得られ

たひび割れ及び鉄筋の降伏情報を比較しその整合性を明

らかにする。 

 

2. 実大 RC造架構試験体を用いた被災度区分判定結果 

2.1 試験体概要 

実大 5 層 2014 年度試験体，2015 年度試験体はともに

桁行方向 2 スパン，梁間方向 1 スパンの立体実大 5 層架

構である。各試験体の壁分類図を図－1 に示す。2014 年

度試験体は袖壁を，2015 年度試験体は袖壁，腰壁，垂れ

壁を構造体として活用している。 

2.2 既往の文献 4,5)の被災度区分結果 

 既往の文献 4,5)では，被災度区分判定基準 6)に従い，各

試験体において部材損傷度，建物全体の各層における被

災度の判定が行われている。既往の文献 4,5)に示されてい

るR値が最も低くなった層の水平変位を用いて実験で得

られたベースシア-頂部変形関係上に被災度区分をプロ

ットしたところ，図－2～図－4に示す結果となった。な

お，図中に示す赤点は，各載荷時のピークの点を表して

おり ， 2014 年度試験 体は原点か ら近い順に ，

1/1600,1/1800,1/400,1/200,1/100,1/50 載荷点，2015 年度試

験体は 1/1800,1/400,1/200,1/100,1/50 載荷点を表している。

このうち，図－2 及び図－3 は付帯壁を考慮した場合の
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図－1 壁分類図 

（左：2014 年度試験体，右：2015 年度試験体） 
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結果である。この図に示す通り，両試験体ともに 1/200 載

荷付近で「大破」の判定結果となっている。しかし，各

試験体は同様に，1/200 載荷時はベースシア-頂部変形曲

線が最大耐力到達前であり，「大破」判定は安全側過ぎる

と言える。さらに，2014 年度試験体の 1/200/,1/100,1/50

載荷時のひび割れ及び鉄筋降伏位置を示した図を図－5

～図 － 7 に示し， 2015 年 度試験体 については

1/400/,1/200,1/100 載荷時を図－8～図－10 に示す（ひび

割れ図は既往の文献 7,8)を引用）。図中の凡例の青点は柱

及び梁の鉄筋降伏位置を，赤点は付帯壁の鉄筋降伏位置

を示す。ただし，鉄筋の降伏判定は，既往の文献 9)10)に示

されるひずみゲージの貼り付け部分でのみ行った。また，

1978 年宮城県沖地震による災害現地調査報告 11)より各

被災度の定義を表－1 に示す。2014 年度試験体の 1/200

載荷時の損傷図の図－5また既往の文献 7,8)の実験データ

より鉄筋の露出や座屈，またそれを引き起こすコンクリ

ートの剥落は生じていない。また，2015 年度試験体の

1/200 載荷時の損傷図の図－9 また既往の文献 7,8)の実験

データより，同様に損傷は生じていない。よって，ベー

スシア-頂部変形曲線，損傷図の両者の観点から見ても，

「大破」はやはり安全側過ぎると言え，既往の文献 4,5)で

も同様の検討結果である。続いて，図－6 に示す通り，

2015 年度試験体において付帯壁を無視して耐震性能を

評価した場合，付帯壁を含めた場合よりも危険側の評価

であるが，こちらも同様にベースシア-頂部変形曲線が降

伏する付近の 1/200～1/100 載荷区間で「大破」判定であ

り，ベースシア-頂部変形曲線，損傷図の両者の観点から

見てやはり安全側過ぎると言える。 

 

3. 部材損傷度評価が R値に与える影響 

3.1 部材の損傷状態評価 

本検討での部材の損傷状態評価を，表－2 のように設

定した。曲げ部材の骨格曲線と部材損傷状態の関係を図

－11に示す。既往の文献 4,5)では，ひび割れ幅のみで分類

していたが，本検討ではまず鉄筋降伏の有無で損傷度Ⅱ 

と損傷度Ⅰを分類し，その上で鉄筋降伏かつある一定の 

ひびわれ幅に達した時点で損傷度Ⅱ～Ⅳの分類を行う。

2014年度試験体は 1/1600,1/800,1/400,1/200,1/100載荷時，

2015 年度試験体は 1/800,1/400,1/200,1/100 載荷時の判定

を行った。また，2014 年度試験体は柱・袖壁・梁の各損

傷度を，2015 年度試験体は柱・袖壁・梁・腰壁・垂れ壁

の各損傷度を判定した。各試験体の載荷ごとの部材損傷

度を表－3～表－6に示す。図－6及び図－10を比較する

と，1/100 載荷時の袖壁部のひび割れや鉄筋降伏などの

損傷は 2015 年度の方が 2～3 層を中心に大きく，他の変

形角においても概ね同様の結果となった。また 2014 年

度試験体は，1 層の柱・袖壁を除いた柱・袖壁・梁におい

て，各部材の損傷度は概ね等分布であるが，2015 年度試

験体は 1～3 層の柱・袖壁・梁・腰壁垂れ壁に損傷が集中

しており，1～3 層の部分崩壊形となる結果であった。損

傷図で得られた傾向は表－3及び表－5，表－4及び表－

6 の各部材の損傷度においても，概ね同様の結果である

ことが分かる。 

3.2 提案した部材損傷度を用いた R値の算出 

被災度区分判定基準 6)に従い，表－3～表－6の部材損

傷度を用いて R 値の算出を行った。各試験体において前

述した部材の損傷度を考慮し，架構内の全ての部材を考

慮して建物の代表的な R 値を算定する場合と，各層を構

  

表－1 被災度区分 表－2 部材の損傷状態評価 

  

  

   

図－2 ベースシア-頂部変形 

(2014 年） 

図－3 既往の被災度区分 

（2015 年，付帯壁有） 

図－4 既往の被災度区分 

（2015 年，付帯壁無） 
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成する部材損傷から各層の R 値を算定する。なお，曲げ

柱及び曲げ梁の耐震性能低減係数は，被災度区分判定基

準 6)に記載されている値を用いた。ひび割れ観測点の頂

部変形ごとに算出した結果を図－12～図－15に示す。 

3.2.1 部材損傷から得られる各層の R値 

ここで，本検討で設定した表－2 の評価を用い，各層

の部材を考慮して算出した場合の R 値と既往の文献 4,5)

で算出された耐震性能を比較する。具体的には，本検討

の R 値を既往の文献 4,5)の R 値で除して比較する。この

倍率が 1.0 に近いと，既往の文献とほとんど同様の結果

であることを示し，1.0 より大きい場合は R 値をより高

く算出する（より危険側の判定結果である）ことを示す。

表－7 及び表－8 に各試験体において既往の文献の R 値

と本検討の R 値を比較した値を示す。既往の文献の R 値

は図の目盛りから読み取った値であるためおよその値を

示している。2014 年度試験体の 1/1600～1/400 時の R 値

を各層で比較すると，約 1.0～1.1 倍の値であり，全層で 

 

図－11 部材の損傷度判定比較 

平均して約 1.0 倍と既往の文献による値とほぼ同値と

なった。1/200 時は，3 層で約 1.4 倍の値となり，全層で

平均して約 1.1 倍となった。1/100 時は 4 層で 3.8 倍とな

り，全層で平均して約 2.2 倍の値となった。1/50 時は 4

層で 8.2 倍となり全層で平均して約 3.4 倍の値となった。

1/200 時から 1/50 時にかけて主に袖壁部分の損傷度とし

て壁筋の降伏を考慮することでひび割れ幅のみによる過

大な損傷度評価を抑えたために，よりひび割れ幅が大き

くなる変形領域でR値の差が大きくなったと考えられる。 
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図－5 1/200 載荷(2014 年) 

ひび割れ図のみ文献 8引用 

図－6 1/100 載荷時 (2014 年) 

ひび割れ図のみ文献 8引用 

図－7 1/50 載荷時(2014 年) 

ひび割れ図のみ文献 8引用 

   

   

図－8 1/400 載荷時(2015 年) 

ひび割れ図のみ文献 9引用 

図－9 1/200 載荷時(2015 年) 

ひび割れ図のみ文献 9引用 

図－10 1/100 載荷時(2015 年) 

ひび割れ図のみ文献 9引用 
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次に 2015 年度試験体の付帯壁を考慮した場合の R 値を

各層で比較すると，1/800～1/200 時は約 0.9～1.2 倍の値

となり，全層で平均して約 1.0 倍と既往の文献による値

と概ね同様の値となった。1/100 時は 1 層で約 12 倍の値

となり，全層で平均して約 5.7 倍の値を算出する結果と

なった。既往の文献 4,5)では，R 値算出時に，付帯壁付き

柱や梁の矩形部分と付帯壁の損傷度の大きい方としてい

るが，本検討では，例として 1/100 時の 2 層南梁の損傷 

度Ⅳの矩形部分と損傷度Ⅲの腰壁・垂れ壁部分の両方考

慮することで過大評価を緩和したため，R 値の差が大き

くなったと考えられる。 

以上から，鉄筋の降伏を考慮してひび割れ幅のみによ

る過大評価を抑えることや，付帯壁付き部材は矩形部分

と付帯壁で別々で損傷度を考慮し算定することでひび割

れ幅が大きくなる変形領域でよりR値に差が生じること

が分かった。 

3.2.2 全層と各層の部材損傷を考慮した場合の被災状

態の比較 

 ここで，表－1 を参考に，曲げ部材で構成された建物

限定の被災状態を新たに定義したものを表－9に示す。 

また各試験体において各頂部変形角における，各層また

は全層を考慮した場合の被災状態を表－10に示す。実験

データで得られたひび割れ・鉄筋降伏情報と比較し，全

層考慮した場合と各層考慮した場合のどちらの被災状態

が概ね整合しているかの検討を行う。なお，各層を考慮 

した場合の被災状態判定は，一番 R 値が低い値となる層 

において行う。また，ベースシア-頂部変形関係と被災状

態の関係を明らかにすることを目的とするため，頂部変 

 

表－3 2014 年度試験体柱・袖壁損傷度（〇：袖壁，□：柱） 

 

 

表－4 2014 年度試験体梁損傷度（◇：梁） 

 

 

表－5 2015 年度試験体柱・袖壁損傷度 

（〇：袖壁,□：柱） 

   

 

図－12 R (2014 年,全層) 図－13 R (2015 年,全層) 

   

表－6 2015 年度試験体梁・腰壁・垂れ壁損傷度 

（◇：梁,〇：腰壁・垂れ壁,●・🔶：データなし） 

    

 図－14 R (2014 年,各層) 図－15 R (2015 年,各層) 
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表－9 被災状態 

 

 

形角に基づき被災状態の比較を行う。 

ここで，実験データで得られた部材損傷度から各変形

角時の鉄筋降伏やひび割れといった部材の局所的な損傷

程度と，前述の被災状態との関係性を検討する。2014 年

度試験体の実験データでは 1/800 時に鉄筋の降伏は確認

されておらず，1/400 時に 1 本の端部筋の降伏が確認さ

れ，1/200 時には，梁主筋・袖壁縦筋・端部筋が降伏し，

梁に最大幅 2.5(mm)，袖壁に幅 0.6(mm)のひび割れが発生

する結果となり，1/100 時には柱主筋・梁主筋・袖壁縦筋・

端部筋が降伏し，柱に最大幅 1.2(mm)，梁に幅 5.0(mm)，

袖壁に幅 1.5(mm)のひび割れが発生する結果となり，1/50

時は全層の柱主筋・梁主筋・袖壁縦筋・端部筋が降伏し，

柱に最大幅 4.0(mm)，梁に幅 11(mm)，袖壁に幅 5.5(mm)

のひび割れが発生する結果となった。このことから，

1/400 時点までは 1 部材を除いて鉄筋降伏が確認されな

かったため「軽微」が概ね一致し，1/200 時は柱主筋の降

伏が見られず 1 部材を除いて梁・袖壁のひび割れ幅が

2.0(mm)以内であることが確認できるため「小破」が概ね

一致し，1/100～1/50 時に 2 本の柱部材で 2.0(mm)を超え

るひび割れが発生しているが柱部分に鉄筋が座屈・露出

するようなひび割れは生じていないことから「中破」が

概ね一致すると考えた。よって 2014 年度試験体におい

ては全層を考慮した場合の被災状態がより実際の損傷状

態に近いことが分かった。続いて，2015 年度試験体の実

験データでは，1/800 時に袖壁・腰壁・垂れ壁の縦筋・端

部筋が降伏し袖壁に最大幅 0.55(mm)，腰壁に幅 0.2(mm)，

垂れ壁に幅 0.2(mm)のひび割れが発生する結果となり，

1/400 時に柱主筋・梁主筋・袖壁・腰壁・垂れ壁の縦筋・

端部筋が降伏し柱に最大幅 0.15(mm)，梁に幅 0.2(mm)，

袖壁に最大幅 0.6(mm) 腰壁に幅 1.5(mm) ，垂れ壁に幅

0.35(mm)のひび割れが発生する結果となり，1/200 時に柱

主筋・梁主筋・袖壁・腰壁・垂れ壁の縦筋・端部筋が降

伏し，柱に最大幅 0.55(mm)，梁に幅 1.2(mm)，袖壁に最

大幅 2.2(mm) ，腰壁に幅 0.5(mm) ，垂れ壁に幅 1.35(mm)

のひび割れが発生する結果となり，1/100 時に柱主筋・梁

主筋・袖壁・腰壁・垂れ壁の縦筋・端部筋が降伏し，柱

に最大幅 3.0(mm)，梁に幅 3.5(mm)，袖壁に最大幅

5.0(mm) ，腰壁に幅 3.0(mm) ，垂れ壁に幅 1.8(mm)のひ

び割れが発生する結果となった。このことから，1/800 時

は殆ど鉄筋降伏が確認されなかったため「軽微」が概ね

一致し，1/400 時は殆ど柱主筋の降伏が確認されず，梁・

袖壁・腰壁・垂れ壁のひび割れ幅が 2.0(mm)以内である

ことが確認できるため「小破」，1/200～1/100 時は 2 本の

柱部材で 2.0(mm)を超えるひび割れが発生しているが柱

部分に鉄筋が座屈・露出するようなひび割れは生じてい

ないことから「中破」が概ね一致すると考えた。2015 年

度試験体においても全層を考慮した場合の被災状態がよ

り実際の損傷状態に近いことが分かった。 

以上から各層のR値を算出しその最も安全側の値で被

災状態判定を行うと，過大に安全側に評価することが分

かった。また全層を考慮した場合，各層の損傷がある程

度均され，実損傷状態と近い評価ができる結果となった。 

3.2.3 構造特性曲線と被災状態の関係性 

 実験で得られた各試験体のベースシア-頂部変形角関

係の最大耐力に至るまでの各載荷のピーク点を結び，そ

の曲線のトリリニア化 12)を行う。トリリニア化を行った

結果を図－16 及び図－17 に示す。各試験体いずれも壁

筋が先行して降伏し続いて梁主筋，柱主筋の順で降伏し

ている。「軽微」から「小破」の区分はトリリニア化曲線

と比較した場合第 1 折れ点から第 2 折れ点間にあり，壁

筋が数カ所降伏した点に位置している。また「小破」か

ら「中破」の区分は第 2 折れ点付近にあり，図中に示す 

通り，架構内の柱主筋が降伏する点に位置している。両

試験体共に「小破」から「中破」の区分が降伏点前後と

なった原因として，2014 年度試験体は 1/200 から 1/100 

軽微 R≧95

小破 80≦R＜95

中破 60≦R＜80

大破 R<60

殆どの柱と梁と付帯壁部分でひび割れのみ発生している状態

殆どの柱でひび割れのみ発生し、殆どの梁と付帯壁部分のひび割れが幅

2(mm)以内に収まっており、梁主筋や付帯壁の壁鉄筋の降伏が見られる状態

殆どの柱のひび割れが幅2(mm)以内に収まっており、梁と付帯壁部分におい

て幅2(mm)以上のひび割れが生じており、柱及び梁主筋・付帯壁の壁鉄筋の

降伏が見られる状態

柱部分にコア剥落・鉄筋の露出や座屈を引き起こす幅2(mm)以上のひび割れ

や柱と梁主筋及び付帯壁の壁鉄筋が降伏している状態

表－7 R値比較（2014 年） 表－8 R 値比較（2015 年） 表－10 各頂部変形角の被災状態 

   

   

1/1600 1/800 1/400 1/200 1/100 1/50

5F 100 99.0 98.0 97.0 66.5 45.0

4F 100 97.0 97.0 97.0 22.0 10.0

3F 100 99.0 95.0 64.0 33.0 22.0

2F 100 99.0 90.0 72.0 30.0 23.0

1F 100 99.0 95.0 65.0 45.0 21.0

5F 99.6 99.2 99.2 96.2 90.8 71.9

4F 99.6 98.1 95.4 89.6 83.5 81.9

3F 99.6 96.9 97.7 88.5 76.9 65.8

2F 98.1 96.9 95.8 76.2 71.2 62.7

1F 98.8 96.9 91.2 66.5 47.7 30.0

5F 1.00 1.00 1.01 0.99 1.36 1.60

4F 1.00 1.01 0.98 0.92 3.79 8.19

3F 1.00 0.98 1.03 1.38 2.33 2.99

2F 0.98 0.98 1.06 1.06 2.37 2.73

1F 0.99 0.98 0.96 1.02 1.06 1.43

平均値 0.99 0.99 1.01 1.08 2.18 3.39

本検討/

既往の

文献

（約）

既往の

文献

のR値

(約)

本検討

のR値

1/800 1/400 1/200 1/100

5F 96 95 99 82

4F 95 95 90 64

3F 96 95 45 6

2F 95 90 50 6

1F 90 83 55 1

5F 99.5 98.6 100.0 79.0

4F 100 98.1 80.5 66.7

3F 91.0 69.5 53.3 34.3

2F 86.7 73.1 52.1 53.8

1F 82.8 70.0 60.6 11.8

5F 1.04 1.04 1.01 0.96

4F 1.05 1.03 0.89 1.04

3F 0.95 0.73 1.19 5.71

2F 0.91 0.81 1.04 8.97

1F 0.92 0.84 1.10 11.8

平均値 0.97 0.89 1.05 5.70

既往の

文献

のR値

(約)

本検討

のR値

本検討/

既往の

文献

（約）

代表変形角 各層 全層 各層 全層

大破

小破

中破

大破

小破

中破

中破

1/400～

1/200(rad) 小破

大破1/200～

1/100(rad)

中破1/100～

1/50(rad)

2014 2015

0～

1/1600(rad)
軽微

軽微
1/1600～

1/800(rad)
小破 軽微

1/800～

1/400(rad)
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にかけて全層の梁の主筋が降伏したこと，2015 試験体は 

1/400 から 1/200 にかけて主に 1～3 層の殆どの柱・梁の

主筋と袖壁の鉄筋が降伏したことが挙げられる。「中破」

から「大破」の区分は 2015 年度試験体のみで得られてい

るが，実験値のベースシア-頂部変形角関係で見ると，最

大荷重を経験した後の変形レベルであり，殆どの壁筋，

梁・柱主筋が降伏した後の状態である。以上から，ベー

スシア-頂部変形角関係を用いて建物被災状態を判定す

る方法が展開できる可能性がある。その具体的な手法の

検討は稿を改めて報告する予定である。 

 

4. まとめ 

 実大 RC造架構試験体 4,5)を対象として新たな部材損傷

度評価に基づき R 値を算出し，表－9 で定義した被災状

態と実験で得られた建物損傷状態と比較することでその

整合性の確認を行った。以下に得た知見を示す。 

・被災度区分判定基準 6)に基づき，各層を考慮した場合

と全層を考慮した場合に分けて R 値を算出し，その結果

を用いて被災状態判定を行ったところ，実験結果と比較

すると，各層を考慮した場合建物の損傷状態をより安全

側に評価していることが分かり，全層を考慮した場合実

験の被災状態と概ね一致することを確認した。全層を考

慮することで損傷が顕著な層の損傷状態が均され，R 値

を高く見積もったことが要因と考えられる。また鉄筋の

降伏を考慮してひび割れ幅のみによる過大評価を抑える

ことや，付帯壁付き部材は矩形部分と付帯壁で別々で損

傷度を考慮し算定することでひび割れ幅が大きくなる変

形領域でより高い R 値を算出することを確認した。 

・2014 及び 2015 年度試験体は共通して，「軽微」から「小

破」の区分はベースシア-頂部変形角のトリリニア化曲線

の第 1～2 折れ点間にあり，「小破」から「中破」の区分

は第 2 折れ点付近にあり，架構内の柱主筋が降伏する点

に位置する傾向があり建物の全体特性を表す構造特性曲

線（ベースシア-頂部変形角）を用いて，建物被災状態を

判定する方法に展開できる可能性がある。 
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図－16 被災状態区分（2014 年，全層） 

 

 
図－17 被災状態区分（2015 年，全層） 
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